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本日のトピックス

１．TACはどのような会社ですか？

２．TACの強みはどこにありますか？

３．TACはどう事業展開するのですか？
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１．ＴＡＣはどのような会社ですか？
（事業内容）



TAC 会社概要

経営理念
1.TACは時代が要請するプロフェッションを育成して、常に顧客を創造する。

2.TACはプロフェッショナルな教育を通して、個人が成長し自立する支援を
し、社会の発展に貢献する。

商 号 TAC株式会社

代 表 者 代表取締役社長 斎藤 博明

設 立 1980年12月

本 社 東京都千代田区三崎町3-2-18

上 場 2001年10月JASDAQ上場、2003年1月東証2部、2004年3月東証1部

事業内容
個人教育事業（資格取得スクール運営）、法人研修事業、

出版事業、人材事業

発行済株式数 18,234,832株（自己株式を除く） 1単元＝100株

子会社

(株)TACプロフェッションバンク、(株)LUAC、(株)早稲田経営出版

太科信息技術（大連）有限公司[大連オペレーションセンター]
<非連結>泰克現代教育（大連）有限公司

従業員数 【連結】867名 【単体】826名 （2011年12月末現在）
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沿革 (資格の地平を切り拓く起業家精神)
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1980年 設立、公認会計士、税理士、簿記検定
講座を開始

2005年 証券外務員講座

1985年 情報処理講座 2007年 公認内部監査人(CIA)講座

1986年 宅建主任者、社会保険労務士講座 2008年 通関士講座、知財検定講座

1987年 行政書士講座 2008年 国際会計検定(BATIC)講座

1988年 法人事業部設立、英文会計講座 IPO実務検定講座

1989年 中小企業診断士講座 2009年 Wセミナーと統合

米国公認会計士(USCPA)講座 司法試験講座、司法書士講座、

1990年 証券アナリスト講座 弁理士講座、マスコミ/就職対策講座

1991年 不動産鑑定士講座 公務員(国家Ⅰ種・外務専門官)講座

1992年 出版事業部設立 国際会計基準(IFRS)講座

フィナンシャル・プランナー(FP)講座 2010年 財務報告実務検定講座

1994年 公務員(国家Ⅱ種・地方上級等)講座 TOEIC講座

2001年 マンション管理士/管理業務主任者講座 2011年 マンション管理員検定講座、

人材事業を行うTACプロフェッションバン
クを設立

年金アドバイザー講座、
理系公務員（技術職）講座



会計と法律の総合資格スクールです

• 2009年9月 Wセミナーと経営統合

• 会計・法律に強みをもつ総合資格スクールへ進化

公務員のフルラインナップ完成
国家総合職・外務専門職、国家一般職・地方上級etc.

財務・会計分野 法律・労務分野

経営・税務分野 情報・国際分野

金融・不動産分野 その他

法律分野 ・司法試験

・司法書士

・弁理士

・国家総合職、外務専門職
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景気にかかわらず31年間増収を継続
してきました

TACの売上と日本の名目GDPの推移
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出典：IMF（World Economic Outlook）

TACはバブル期・デフレ期にかかわらず安定的に成長しており、2011/3期まで31年間増収
を継続しています（2012/3期 売上高23,138百万円(予)）。
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年間20万人以上の受講者が利用
しています
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長期的に受講者数を伸ばしてまいりました（2000/3期比 2.1倍）。



少子化の影響が少ない
社会人受講者が中心です
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（当社個人受講者の内訳）
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社会人比率 68.8%（2000/3期） → 75.2％（2011/3期）へ上昇
社会人受講者数は2000/3期比 2.1倍、平均社会人伸び率 107.5%



4つの事業セグメントがあります

セグメント別
売上高・
営業利益

個人教育事業

法人研修事業

出版事業

人材事業

17,326
71％

1,196
62％4,590

19％

688
36％

2,257
9％

36
2％

2011/3期
（単位：百万円）

445
2％

3
0.6％

■個人教育事業・・・

資格取得スクール運営

■法人研修事業・・・

企業研修、

コンテンツ提供、

大学内セミナー等

■出版事業・・・

TAC出版、

早稲田経営出版
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■人材事業・・・

TACプロフェッション

バンク（派遣・紹介

・求人広告）



Cash is King. こんな時代に強い
現金前受け型ビジネスです

• 売上計上に関する会計方針：
(1) 受講者の申込み時：全額現金で申し受けるとともに、前受金（負債）として

B/Sに計上

(2) 受講期間に応じて、前受金から売上に振替

＜売上計上のしくみ＞

受講申込

現
金
収
受

＝
前
受
金

売
上

売
上

売
上

売
上･･･

開講 本試験終了

受講期間終了

受講期間：
1ヶ月～3年超
まで各種あり

月次で受講期間に配分

申込みがあった時期と売上高に反映される時期がズレる可能性がありますPoint

（ 受講サービス提供 ）
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経営管理上、現金ベース売上高を重
視しています

• 前受金の売上高への期間配分が四半期決算や会計年度をまた
ぐため、経営管理上は現金ベース売上高を重視しています。
現金ベース売上高：受講申込み時点の収入

発生ベース売上高：受講期間に配分されたP/L上の売上高
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18,000
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百万円



売上・利益に季節変動があります

• 取扱う資格試験の多くで、大学が夏休みの間に本試験が実施され
るため、開講から本試験までのサイクルに季節変動が生じます。

現金ベース売上高の推移

2010/1 2010/3 2010/5 2010/7 2010/9 2010/11 2011/1 2011/3 2011/5 2011/7 2011/9 2011/11 2012/1

発生ベース売上高の推移

2010/1 2010/3 2010/5 2010/7 2010/9 2010/11 2011/1 2011/3 2011/5 2011/7 2011/9 2011/11 2012/1
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２．ＴＡＣの強みはどこにありますか？
（マーケット環境と内部環境）



資格取得スクール業界の市場規模推移
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出典：矢野経済研究所「教育産業白書（2011年版）」

資格取得市場は6期連続のマイナス・・・2011年度は震災・不況長期化で、アルバイト程度の「手に職」
系の低価格講座や就職しやすい資格・公務員講座等が人気に。

Wセミナー(2009年)、アビバ(2010-11年)、GABA(2011年)など、業界再編・他社市場への進出傾向も。
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TACは資格取得スクール業界No.1の
企業です
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東京リーガルマインド ヒューマングループ ニチイ学館 総合資格
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出典：矢野経済研究所「教育産業白書（2011年版）」 主要資格取得スクール企業の教育関連売上高推移

資格取得市場が減少するなか、TACはWセミナーの経営統合及び前受金戻入れによる
発生ベース売上の増加により、資格取得スクール業界No.1をキープ。
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分野別開示の定義
分 野 講 座

①財務・会計分野 簿記検定、ビジネス会計検定、建設業経理士、公認会計士

②経営・税務分野 税理士、中小企業診断士、IPO実務検定、財務報告実務検定

③金融・不動産分野 不動産鑑定士、宅建主任者、マンション管理士／管理業務主任者／マンション管理員、
ファイナンシャル・プランナー、DCプランナー(*1)、証券アナリスト（CFA (*2)含む）、証
券外務員、ビジネススクール、貸金業務主任者、保険検定

④法律分野 司法試験、司法書士、弁理士、行政書士、ビジネス実務法務検定、法律関連、通関士、
知的財産管理技能検定

⑤公務員・労務分野 社会保険労務士、年金アドバイザー、国家総合職・外務専門職、国家一般職・地方上
級(文系/理系)、警察官・消防官、国税専門官、労働基準監督官、マスコミ・就職対策

⑥情報・国際分野 情報処理技術者 (ＩＴパスポート、基本情報技術者、応用情報技術者、情報セキュリ
ティースペシャリスト、プロジェクトマネージャ、データベーススペシャリスト、システム監
査技術者）、米国公認会計士、CompTIA(*3)、IT関連、CIA(公認内部監査人）、
CCSA(内部統制評価指導士)、BATIC®(国際会計検定)、TOEIC®、IFRS(国際会計
基準)講座

⑥その他 魔法陣(*4)、人材事業、受付雑収入、TAC BOOK、W-BOOK他

(*1) DC：Defined Contribution 確定拠出型年金。 (*2) CFA®: Chartered Financial AnalystTM。CFA協会認定証券アナリスト。

(*3) CompTIA：米国コンピューティング技術産業協会のノンベンダー試験。

(*4) 魔法陣： (株)ハンド（本社：大阪）が制作する税務申告書作成ソフト。
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赤字は2011年以降開講講座を表す。



2010年 資格試験申込者推移
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・2010年の動向（前年比）： 簿記+34.1千人、会計士+4.3千人、社労士+2.9千人、 診
断士+1.2千人、公務員（国Ⅰ・Ⅱ）+17.6千人、情報処理+9.7千人

（単位：千人）

（注）TACが取扱う資格講座の本試験受験申込者数の合計（当社の直面するマーケットデータになります）。

Wセミナーとの事業統合により、過年度に遡って法律系資格を加えております。

2005年からの

市場拡大は
114.7%
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・資格市場は景気後退期に市場が拡大し、
好景気時に縮小する傾向があります。

・2011年は2010年比で、簿記▲79.3千人、情報処理▲64.3千人、行政書士▲5.1千人
等となっており、試験申込者総数は大きく減少することが想定される



資格試験申込者の内訳①
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（単位：人）

分野 試験 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
‘04-’10
伸び率

財務

・会計

分野

簿記検定 546,198 535,228 570,466 582,375 631,259 696,977 731,134 651,832 133.9%

建設業経理士 44,812 37,363 31,499 39,026 30,553 28,753 28,308 20,800 63.2%

ビジネス会計検定 ― ― ― 2,802 6,402 6,304 7,376 8,470 263.2%

公認会計士 16,310 15,322 20,796 20,926 21,168 21,255 25,648 23,151 157.3%

経営

・税務

分野

税理士 67,347 67,858 66,084 64,706 63,409 62,830 62,995 59,975 93.5%

中小企業診断士 15,131 13,476 16,595 16,845 17,934 20,054 21,309 21,145 140.8%

金融・

不動産
分野

不動産鑑定士 2,300 2,282 4,605 3,519 3,002 2,835 2,600 2,171 113.0%

宅建主任者 216,830 226,665 240,278 260,633 260,591 241,943 228,214 231,596 105.3%

マンション管理士 36,307 30,615 25,284 23,093 22,462 21,935 20,348 19,754 56.0%

管理業務主任者 28,642 26,960 24,779 23,790 23,846 24,890 24,129 24,376 84.2%

証券アナリスト 15,324 14,275 18,253 22,926 17,979 19,714 17,673 15,009 115.3%

FP 217,443 218,529 291,983 317,501 329,797 397,007 432,397 149.3%

DCﾌﾟﾗﾝﾅｰ 13,052 12,728 10,659 10,997 5,877 5,164 4,905 37.6%

（注）ピンク色は2010年申込者（又は願書提出者）の確定値です。それ以外は、年複数回の試験のうち公表済みの集計値又は未実施分であります。



資格試験申込者の内訳②
分野 試験 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

‘04-’10
伸び率

法律

分野

司法試験(旧) 49,991 45,885 35,782 28,016 21,994 18,661 16,088 廃止 32.2％

司法試験(新) ― ― 2,137 5,280 7,842 9,734 11,127 11,891 520.7％

ロースクール 24,036 19,859 18,450 15,937 13,138 10,282 8,650 7,829 36.0％

司法書士 29,958 31,061 31,878 32,469 33,007 32,558 33,166 31,228 110.7％

弁理士 9,642 9,863 10,060 9,865 10,494 10,384 9,950 8,735 103.2％

行政書士 93,923 89,276 88,163 81,710 79,590 83,819 88,651 83,543 94.4％

ﾋﾞｼﾞﾈｽ実務法務 39,094 40,747 40,820 38,782 42,935 43,698 42,422 111.2％

通関士 13,691 13,268 13,141 13,727 13,267 13,159 12,087 11,760 88.3％

知財検定 5,924 7,520 8,619 12,883 12,294 20,716 13,957 17,847 235.6％

公務員

・労務

分野

社会保険労務士 65,215 61,251 59,839 58,542 61,910 67,745 70,648 67,662 108.3％

公務員/Ⅰ・Ⅱ種等 120,240 114,163 90,549 80,079 76,571 85,140 102,839 103,517 85.5％

公/地方上級 67,342 74,012 60,874 59,370 60,346 74,927 90,619 93,506 134.6％

公/大卒警察官 96,036 62,639 63,001 44,466 36,903 72,719 61,793 61,856 64.3％

情報

・国際

分野

情報処理技術者 699,928 664,014 608,210 576,893 539,736 613,848 623,596 559,275 89.1％

ＢＡＴＩＣ ― ― ― 4,586 5,236 6,417 6,568 143.2％

合 計 2,534,716 2,434,859 2,452,804 2,446,236 2,423,304 2,692,154 2,800,244 110.5％
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会計系資格マーケット 転機迎える
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当社主力の会計系3資格（公認会計士・税理士・簿記検定）の受験者数を集計。

簿記検定：2011年の受験者数は震災の影響により、前年同期比▲10.8%(73.1万人→65.1万人)と大きく減少。

会計士：合格者の就職状況のミスマッチが続いており需給調整中。この影響で右肩上がりで増えていた受験者数が減
少に転じた。

税理士：長期低落中。2011年の受験者数は2004年比▲7千人(▲10.9%)



公認会計士試験 受験者推移
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短答式

（第1回）

13,573

・2009年から短答式試験が年2回化。2011年12月(2012年第1回)は、受験者数13,573人(前期比▲3,671人)で、
820人が合格。合格率は6.0％(前期は9.9%)

・金融庁は、2012年以降の合格者数をなお一層絞る方針を打ち出しており、需給バランスの改善が期待される



高いシェアと参入障壁を築いています

• TACの経営戦略＝

「小さな沼の大きな魚になる」
ｅｘ．

公認会計士試験（2009年・2010年・2011年論文式試験）：

TAC本科生合格者累計 2,245名（注1）

公務員試験（2011年度）：

TAC公務員講座生（注2）

最終合格者延べ人数 3,639名(注3)

国家Ⅰ種 最終合格者延べ人数 128名

社会保険労務士試験（2011年）：

TAC本科生合格者 595名（注1）
(注1) TAC本科生合格者とは、目標年度の試験に合格するために必要と考えられる講義・答案練習・全国公開模擬試験・試験委員対策・法令改正
等をパッケージ化したTACのコースにおいて、合格に必要な科目を全て受講し、かつ最終合格された方を指します。なお、過年度の科目合格者が最
終合格された場合、①合格に必要な科目をＴＡＣで全て受講し、かつ②受講した年度に科目合格している方は、合格者に含めています。（注2）公務
員講座生とは当社の公務員試験対策講座において、目標年度に合格するために必要と考えられる、講義、答案練習、論文対策、面接対策等をパッ
ケージ化したカリキュラムの受講生（本科生・コース生）です。単科講座や公開模試のみの受講生は含まれておりません。 (注3) 同一の方が複数の
試験種に合格している場合は、それぞれの試験種に最終合格者としてカウントしています。（実合格者数は2,195名です。2011年11月14日時点）
(注4)本科生とは、目標年度の試験に合格するために必要と考えれられる講義・答案練習・公開模擬試験等をパッケージ化したコースです。
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高いシェア・・・合格実績の裏付け①
Page 24

公認会計士論文式試験
TAC本科生合格者累計2,245名(※1)

2009年 806名+2010年 885名+2011年 554名

2010年税理士試験
TAC合格者数 360名(※2)

TAC本科生合格者とは、目標年度の試験に合格するために必要と考えられる講義・答案練習・全国公開模擬試験・試験委員対策・法令改正等をパッケージ化し
たTACのコースにおいて、合格に必要な科目を全て受講し、かつ最終合格された方を指します。なお、過年度の科目合格者が最終合格された場合、 (1)合格に
必要な科目をTACで全て受講し、かつ(2)受講した年度に科目合格している方は合格者に含めています。
2011年度TAC本科生合格者の人数は、2012年2月16日までの判明分です。

(※1)

(※2) TAC合格者とはTACにおいて合格のための授業、模擬試験等がすべて含まれたコースで、税理士試験合格に必要な受験科目の半数以上を受講した方を対象
としています。TAC合格者には、直前対策コースのみの受講生、公開模試のみの受講生、出版教材のみの購入者、資料請求者、情報提供のみの登録者、無料
の役務享受者は一切含まれておりません。



高いシェア・・・合格実績の裏付け②
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2011年中小企業診断士試験
第2次試験
TAC本科生合格者数205名 (※4)

本科生とは、目標年度の試験に合格するために必要と考えれられる講義・答案練習・公開模擬試験等をパッケージ化したコースです。
2011年度のTAC本科生合格者の人数は、2012年2月29日までの判明分となります。

(※3)

(※4) TAC本科生とは、目標年度の試験に合格するために必要と考えられる講義・答案練習・公開模試等をパッケージ化したコースです（1・2次ストレート総合本科生、
1・2次ストレート本科生、1・2次ストレート速習本科生、1・2次上級本科生、2次本科生）。
TAC中小企業診断士講座「受験番号調査」にご協力いただいたTAC本科生のうち、中小企業診断士第2次試験合格が判明した方の人数になります。
2011年度TAC本科生合格者の人数は、2012年2月28日までの判明分となります。

2011年社会保険労務士試験
本科生合格者595名(※3)



高いシェアと参入障壁を築いています

試験制度の変化

法令改正への対応

より分かりやすく！

講師が毎年教材を改訂
＝受講者に常に最新の

教材を提供

教材が毎年進化するので、
新規参入企業は投資回収できない
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選ばれるスクールになるために・・・
受講生中心主義①

受講生の方が選べる
教育メディア

■教室講座

■通学DVD講座

■Web通信講座

■ダウンロード通信講座■DVD通信講座

受講生の方が選べる
講師・スクール

・平日か土日か

・ベテラン講師か新人講師か

・女性受講者にとって参考になる

女性講師も多数

・選べるスクールで欠席フォローも

ラクラク
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選ばれるスクールになるために・・・
受講生中心主義②

■ダウンロード通信・・・簡単な操作で、iPod/iPhoneやウォークマンへデータを転送！ 通勤・通学時間を有効活用
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選ばれるスクールになるために・・・
受講生中心主義③

■DVDブース予約システム

・・・通学DVD講座の利便性向上 / モバイル対応
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■自習室検索システム

・・・教室講座の利便性向上 / モバイル対応



企業向け研修サービスの市場規模推移

4,850
5,240

5,560
5,750 5,640

4,710 4,630 4,580

0
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4,000

5,000

6,000

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度(予)

（億円）

出典：矢野経済研究所「教育産業白書（2011年版）」

企業研修市場はリーマンショックの影響で2009年度は急速に縮小（前年比16.5％）。

2004年度以前の水準にまで低下した。
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法人研修事業の業績推移
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売上伸び率 107.8％ 104.2％ 106.0％ 106.4％ 101.3％

全社構成比 18.8％ 19.4％ 20.2％ 18.9％ 18.7％
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・主力の企業研修は景気低迷長期化、東日本大震災の影響による実施延期等により▲2.0%。
・大学内セミナーや自治体からの委託訓練が落込みをカバーして6期連続増収。



法人研修事業の内容

企業研修

2,596
56.6％

コンテンツ

提供
302 6.6％

提携校

408 8.9％

大学内セミナー

513 11.2％

魔法陣・

委託訓練等
769 16.7％

・企業研修： 講師派遣、自己啓発等

主な顧客企業・・・NTTグループ、みずほFG、
三菱商事、東芝、富士通、日立製作所、
リコー、大和証券グループ、野村證券、国税
庁（税務大学校含む）、財務省 他 多数

・コンテンツ提供： 専門学校向けに
教材をOEM販売

・提携校： 地方専門学校等の社会人
教育を支援

・大学内セミナー： 大学や生協が開

催する資格教育カリキュラムを受託。
正課授業の場合も。

・魔法陣： 税務申告書作成ソフトの草
分け、パソコン黎明期から販売。

・委託訓練： 地方公共団体が実施す
る就職支援のための職業訓練2011年3月期 （単位：百万円）
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出版事業の業績推移

1,530 1,639 1,677
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百万円 ％

売上伸び率 102.5% 107.1% 102.3% 126.7% 105.2%

全社構成比 7.7% 8.2% 8.0% 8.9% 9.6%
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（注）営業利益は返品調整引当金への繰入・戻入考慮後

・2009/9月～｢(株)早稲田経営出版｣が上乗せ、2011/3期は492百万円(連結修正後）貢献。

・2010/3期に計上した棚卸資産評価損・返品廃棄損失引当金・返品調整引当金が正味で117百万円戻入れとなり、
営業利益を押し上げた。



TACの出版事業 資格専業No.1
順位 出版社 2011年売上金額(百万円)

1 講談社 2,277

2 角川グループパブリッシング 1,696

3 集英社 1,351

4 小学館 1,274

5 新潮社 756

・・・ ・・・ ・・・

10 幻冬舎 453

11 PHP研究所 355

・・・ ・・・ ・・・

25 旺文社 276

26 日経BP社 275

27 早川書房 273

28 日本経済新聞出版社 264

・・・ ・・・ ・・・

33 翔泳社 235

38 中央経済社 220

・・・ ・・・ ・・・

49 TAC出版 180

92 早稲田経営出版 94

＋

＝

27 TAC 出版事業 合計 274

出典：「2011年度 ジュンク堂書店 出版社売上BEST500」

TAC出版と経営統合したWセミナー出版部
門（早稲田経営出版）を合算すると、著名な
出版社とともに、27位相当の売上規模があ
り、資格書籍専業の出版社としてはNo.1で
す。
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３．TACはどう事業展開
するのですか？



2012年3月期 業績予想
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東日本大震災による年度当初の営業不足、消費マインドの回復遅れ、大学生の就活激化、受講料分納制度へのシ
フト等が重なり、現金ベース売上高は減少・発生ベース売上高は前受金戻入れによる押上げを予想。
コスト削減を上回るスピードの売上減少に、上場来初の営業赤字を見込む。



今後の経営戦略

・損益分岐点を改善するため、固定費削減を進め利益を確保する。

① 公務員市場の深掘りと新規講座の開発
・理系公務員（技術職）講座、年金アドバイザー講座など、社会的ニーズの見込める
新規講座開発を進め、売上回復と将来の成長のために投資する。

・大学秋入学＆ギャップタームの活用に関し、顧客である多数の大学・企業の意見
をヒアリングしながら、顧客ニーズに最適な提案を進める。

③ 固定費の削減

Page 37

・自社業務のアウトソーシング（BPO)のほか、現地日系企業向けの人材育成、
研修ニーズの開拓を進める。

② 中国ビジネスの加速



国家一般職[高卒]
（旧Ⅲ種）・
地方初級

公務員市場の深掘り

国家一般職
（旧Ⅱ種）・
地方上級・

大卒程度 警察官/消防官

国家総合職
（旧Ⅰ種）・
外務専門職

Wセミナーブランド

TACブランド

（未着手）

国家一般職
（旧Ⅱ種）・
地方上級・

文系公務員
行政職（事務職）

法律職 など

理系公務員

電気・電子・
情報、機械、
土木、建築、
物理、化学

【理系公務員試験の市場規模】

2,427
2,179 2,046
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2,966 2,915
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（百万円）

関東圏の大学生協におけるTAC公務員講座の高い
シェアをベースに、2011年秋から理系公務員講座
に進出＜市場規模約30億円＞
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（注）申込者数又は受験者数を基に算出（当社推定値）。



大学秋入学・ギャップタームの活用
に関する対応

1月 4月 9月 12月

現行 前 期

7月

後 期

10月

後期

秋入学案 前 期後 期

2月

夏休みに
資格試験

入学試験

？ ？？

業界に与える影響

・入学前の職業意識の啓発、就職前の資格取得等の実務教育による資格取得市場の活性化

・企業への就職時期が春・秋型や通年型に多様化→難関プロフェッション資格を取得した人材

の企業への採用促進

当社の取組み

（個人教育事業）試験の実施時期により、開講中の講座での調整が必要。試験・合格発表・就職

説明会の時期の変更等、最適な学習カリキュラム・スケジュールを再構成。

（法人研修事業）大学・・・ギャップタームを活用した資格取得集中講座、リメディアル教育等によ

る顧客大学の支援。

企業・・・企業研修を提案する人事部等からヒアリングし、ギャップタームを活かした内定者研

修・新人研修を提案。

中国事業・・・中国の有力大学と提携した子会社による人材育成・日本企業への就職支援。

（人材事業）資格試験に合格してプロフェッションとなった方を、今後浸透すると予想される企業

の通年採用に向けて提案強化。

【大学秋入学・ギャップタームの影響】
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海外市場での取り組み
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■日系企業のBPOを受注する中国企業
の人材向けに、日本語＋「αの部分」＝IT
教育や簿記・会計教育を行っていく。
（例）日商簿記の合格が必須ではなく、同
等レベルのTAC独自の認定があればよい、
という企業も。

大連

■TACが中国で育成した人材
が日系企業の面接に臨む

■泰克現代教育（大連）有限公司が中国でのIT人材教育に取り組んできた（2006年～）

■TACのコスト削減の取組みとして、「大連オペレーションセンター」を設立し、TACとしてもBPOを活用。
動画配信コンテンツチェック等のオペレーションコスト削減→システム開発コストへも拡大予定



賃借料削減による固定費負担の軽減

■渋谷校（2010年6月移転統合） ■八重洲校（2012年1月移転）

・重複の多かったWセミナー拠点の統合は、高田馬場校の閉鎖(2011年8月)で一段落。
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・拠点統合により賃借料・人件費・在庫スペース等の削減を図るとともに、2011年3月
期に計上した資産除去債務初年度計上分(約5億円)がなくなる見込み。

・売上減少に伴い、賃借料を削減予定（2013年3月には年度当初[2012年4月]と比べ
てフル寄与時で約3.9億円の賃借料削減を見込む）。

■早稲田校（2011年3月竣工）



• URL   http://www.tac-school.co.jp/
• e-mail ir-info@tac-school.co.jp


